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塩尻市の概要
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(2)令和７年度一般会計当初予算

科 目 予 算 額
（ 千 円 ）

構成比
（ ％ ）

科 目 予 算 額
（ 千 円 ）

構成比
（ ％ ）

市 税 10,581,407 33.3 議 会 費 200,104 0.6

地 方 譲 与 税 328,560 1.0 総 務 費 3,501,484 11.0

利 子 割 交 付 金 5,000 0.0 民 生 費 11,622,924 36.6

配 当 割 交 付 金 56,000 0.2 衛 生 費 1,823,994 5.7

株式等譲渡所得割交付金 59,000 0.2 労 働 費 76,363 0.2

法 人 事 業 税 交 付 金 164,000 0.5 農 林 水 産 業 費 1,068,056 3.4

地 方 消 費 税 交 付 金 1,835,000 5.8 商 工 費 2,275,595 7.2

ゴルフ場利用税交付金 19,000 0.1 土 木 費 2,922,111 9.2

環 境 性 能 割 交 付 金 29,000 0.1 消 防 費 972,885 3.1

地 方 特 例 交 付 金 60,831 0.2 教 育 費 4,013,520 12.6

地 方 交 付 税 5,830,000 18.3 災 害 復 旧 費 19,450 0.1

交通安全対策特別交付金 8,000 0.0 公 債 費 3,293,514 10.4

分 担 金 及 び 負 担 金 32,260 0.1 予 備 費 10,000 0.0

使 用 料 及 び 手 数 料 391,302 1.2

国 庫 支 出 金 3,985,917 12.5

県 支 出 金 1,926,921 6.1

財 産 収 入 111,530 0.3

寄 附 金 500,467 1.6

繰 入 金 2,282,517 7.2

繰 越 金 35,000 0.1

諸 収 入 2,423,888 7.6

市 債 1,134,400 3.6

合 計 31,800,000 合 計 31,800,000

※図表中、表示単位未満四捨五入のため、内訳と合計が一致しないことがあります。

歳　　　　　入 歳　　　　　出

民生費

36.6%

商工費

7.2%
教育費

12.6%

総務費

11.0%

土木費

9.2%

公債費

10.4%

衛生費

5.7%

農林水産業費

3.4%

その他

4.0%

歳出

市税

33.3%

地方交付税

18.3%
国庫支出金

12.5%市債

3.6%

諸収入

7.6%

地方消費税

交付金

5.8%

県支出金

6.1%

繰入金

7.2%

使用料及び

手数料

1.2%

地方譲与税

1.0%
その他

3.4%

歳入

-3-





４　税務行政の機構及び職員数

（令和７年４月１日現在）

課

　
長
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長

係

長

代

理

主

　
査

主

　
任

主

　
事

事

務

員

再

任

用

会
計
年
度
任
用
職
員

計 分　　担　　事　　務

（１）税務事務の企画及び統計に関すること

（２）市民税、県民税、軽自動車税、市たばこ
      税、鉱産税及び入湯税（以下「市民税等」
　　　という。）の賦課に関すること

（３）市民税等に係る調査及び検査に関すること

（４）市民税等に関する異議の申出等の処理に
      関すること

（５）市民税等に係る証明書の交付に関すること

（６）原動機付自転車の標識に関すること

（７）課内の調整及び庶務に関すること

（１）固定資産評価に関すること

（２）固定資産税及び都市計画税の賦課に関す
      ること

（３）固定資産税及び都市計画税に係る調査並
      びに検査に関すること

（４）固定資産等所在市町村交付金及び納付金
      に関すること

（５）固定資産税及び都市計画税に関する異議
      の申出等の処理に関すること

（６）固定資産税及び都市計画税に係る証明書
　　　の交付に関すること

（７）特別土地保有税に関すること

（８）土地台帳、地籍図等の整備及び閲覧に関
      すること

（１）市税等の収納管理に関すること

（２）市税等の過誤納金の還付及び充当に関す
      ること

（３）市税等の口座振替に関すること

（４）納税意識の普及宣伝に関すること

（５）市税等の徴収に関すること

（６）後期高齢者医療及び介護保険の保険料の
      徴収に関すること

（７）市の債権のうち未収債権（当該債権を所
　　　管する課等から移管を受けたものに限る。）
　　　の徴収に関すること

（８）市税等の不納欠損に関すること

（９）収納に係る証明書の交付に関すること

（10）県民税の諸報告に関すること

合

計
2 1 2 1 0 7 11 1 1 9 35

　 課長の人数は係の計には含めない。育児休業中の職員は除く。
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７　令和６年度業種別法人市民税調定額

法人税割 均等割 合計 前年度比 構成比
（千円） （千円） （千円） （％） （％）

農業、林業 2,949 2,489 5,438 120.2 0.7

鉱業、採石業 972 550 1,522 152.2 0.2

建設業 41,498 23,607 65,105 107.8 8.9

製造業 197,754 49,276 247,030 136.3 33.7

電気・ガス・ 熱供給・水道業 89,382 7,507 96,889 379.1 13.2

情報通信業 3,672 5,864 9,536 90.9 1.3

運輸業、郵便業 18,496 21,749 40,245 100.1 5.5

卸売業、小売業 75,410 49,317 124,727 104.2 17.0

金融業、保険業 17,024 7,651 24,675 88.8 3.4

不動産業、物品賃貸業 16,155 9,056 25,211 97.2 3.4

学術研究、専門・技術サービス業 8,202 5,654 13,856 94.7 1.9

宿泊業・飲食サービス業 8,911 8,725 17,636 105.8 2.4

生活関連サービス業、娯楽業 2,485 4,772 7,257 113.4 1.0

教育、学習支援業 282 1,658 1,940 124.4 0.3

医療、福祉 7,329 6,136 13,465 108.8 1.8

複合サービス事業 3,332 5,121 8,453 113.1 1.2

他のサービス業 15,436 10,539 25,975 120.7 3.5

公務 100 100 97.1 0.0

その他 1,990 2,260 4,250 107.8 0.6

合　　計 511,278 222,030 733,308 126.1

調定額
業　　種

農林業

0.7%
鉱業、採石業

0.2%

建設業

8.9%

製造業

33.7%

電気・

ガス・

水道業

13.2%情報通信業

1.3%

運輸業、郵便業

5.5%

卸・小売業

17.0%

金融保険業

3.4%

不動産・物品賃貸業

3.4%

宿泊・飲食サービス業

2.4%

その他

10.3
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Ⅳ　固定資産税・都市計画税
１　固定資産税納税義務者数の推移（免税点以上のもの）
★は評価替年度

★令和３年度 令和４年度 令和５年度 ★令和６年度 令和７年度

（人） （人） （人） （人） （人）

21,738 21,873 21,985 21,898 22,128

21,082 21,324 21,461 21,508 21,640

953 1,060 1,066 1,064 1,085

28,320 28,450 28,524 28,390 28,470

（各年度概要調書等から）

２　固定資産税調定額の推移（現年度課税分）
★は評価替年度

★令和３年度 令和４年度 令和５年度 ★令和６年度 令和７年度

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

4,649,345 4,803,839 4,895,061 5,020,971 5,087,102

土 地 1,440,133 1,455,234 1,441,815 1,504,645 1,502,703

家 屋 1,854,783 1,983,135 2,065,880 2,085,734 2,138,369

償 却 資 産 1,354,429 1,365,470 1,387,366 1,430,592 1,446,030

61,858 60,785 59,703 59,191 58,072

4,711,203 4,864,624 4,954,764 5,080,162 5,145,174

96.7% 103.3% 101.9% 102.5% 101.3%

（各年度概要調書等から）

３　令和７年度固定資産税調定額の構成比（概要調書作成時点）

前 年 度 対 比

区　　分

土 地

家 屋

償 却 資 産

実 数

区　　　分

純固定資産税

内
　
訳

交 付 金

合 計

土地

29.2 

家屋

41.6 

償却資産

28.1 

交付金

1.1 
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６　令和７年度家屋の概要

(1)　総　括
（概要調書から）

棟数
（棟）

床面積
（㎡）

決定価格
（千円）

単位当たり価格
（円）

27,980 3,115,466 58,108,502 18,652

1,285 65,404 70,636 1,080

26,695 3,050,062 58,037,866 19,028

13,158 2,658,320 97,998,566 36,865

586 15,187 41,523 2,734

12,572 2,643,133 97,957,043 37,061

41,138 5,773,786 156,107,068 27,037

1,871 80,591 112,159 1,392

39,267 5,693,195 155,994,909 27,400

(2)家屋の増減状況（３９表）
（概要調書から）

床面積
（㎡）

決定価格
（千円）

床面積
（㎡）

決定価格
（千円）

床面積
（㎡）

決定価格
（千円）

3,107,881 56,273,045 2,637,793 95,797,018 5,745,674 152,070,063

19,900 157,761 4,426 51,733 24,326 209,494

0 0 0 0 0 0

1,194 13,293 137 2,864 1,331 16,157

25,977 1,958,189 23,736 2,130,799 49,713 4,088,988

314 21,736 1,080 119,618 1,394 141,354

3,115,466 58,108,502 2,658,320 97,998,566 5,773,786 156,107,068

(3)新築住宅の軽減税額等の状況（新たに対象となったもの）（４０表）
（概要調書から）

8,243

0

8,243

戸数
（戸）

床面積
（㎡）

軽減税額
（千円）

区分

163

0

163

15,934

0

15,934

３年間適用

５年間適用

合計

区分

木造 非木造

木
造

木
造
以
外

計

区分

課 税 ・ 非 課 税
変 更 分 家 屋

新 築 分 家 屋

計

総数

総 数

総 数

法定免税点未満のもの

法定免税点以上のもの

法定免税点未満のもの

法定免税点以上のもの

法定免税点未満のもの

法定免税点以上のもの

増 築 分 家 屋

令 和 ７ 年 度 の
決 定 価 格 等

令 和 ６ 年 度 の
決 定 価 格 等

減 少 分 家 屋

減 価 分 家 屋
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２　市たばこ税の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

消 費 本 数 （本） 63,429,806 62,899,032 65,291,523 67,214,073 68,214,638

決 算 額 （千円） 372,639 397,021 427,790 440,387 446,942

対 前 年 比 （％） 94.4 106.1 107.7 102.9 101.5

３　鉱産税の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

課 税 標 準 額 （千円） 19,327 18,149 16,015 18,400 18,616

決 算 額 （千円） 162 146 111 160 130

対 前 年 比 （％） 88.0 90.1 76.0 144.1 81.3

４　特別土地保有税の推移

平成15年度から課税を停止

５　入湯税の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

日 帰 り 246 195 163 239 138

宿泊 259 239 430 517 153

決 算 額 （千円） 63 55 81 101 37

対 前 年 比 （％） 8.6 87.3 147.3 124.7 36.6

６　国民健康保険税の推移

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

調 定 額 （千円） 1,628,786 1,558,609 1,499,203 1,458,155 1,473,182

決 算 額 （千円） 1,395,919 1,341,417 1,291,473 1,263,897 1,289,037

収 納 率 （％） 85.7 86.1 86.1 86.7 87.5

被 保 険 者 数 （人） 13,926 13,500 12,728 12,169 11,910

区 分

区 分

区 分

区 分

課税人員 （ 人 ）

-34-











申 告 等 期 限

○均等割 ○所得割 ○市・県民税申告書 ○普通徴収
個人市民税 3,000円 個人市民税 一律　6% 3月15日 第1期 6 月 10 日 ～ 6月 30日

個人県民税 1,500円 個人県民税 一律　4% 第2期 8 月 1 日 ～ 9 月 1 日

(うち500円は森林づくり県民税） ○給与支払報告書 第3期 10月 1日～ 10月 31日

森林環境税 1,000円 1月31日 第4期 翌年1月1日～2月2日

○特別徴収
天引きした月の翌月10日まで

(6月～翌年5月の給与から天引き)

○均等割 ○法人税割 ○確定申告
第1号法人 50,000円 資本金等の額が１億 　事業年度終了後２か月以内

第2号法人 120,000円 円未満で法人税額が 　（申告期限の延長届出の法人はその期限）

第3号法人 130,000円 1,000万円未満の場合

第4号法人 150,000円 …7.6% ○中間申告
第5号法人 160,000円 その他の場合…8.4% 　事業年度開始の日以後６か月を経過した日から２か月以内

第6号法人 400,000円

第7号法人 410,000円

第8号法人 1,750,000円

第9号法人 3,000,000円

○課税台帳登録価格の1.4% ○償却資産申告書 第1期 4 月 7 日 ～ 4月 30日

○免税点 1月31日 第2期 7 月 1 日 ～ 7 月 31 日

土　　地 30万円 家　　屋 20万円 第3期 12月 1日～ 12月 25日

償却資産 150万円 第4期 翌年2月1日～ 3月2日

○軽自動車 ※27年度 　登録後 　26年度 ○取得申告 5月11日～6月2日
　以降に登録 　13年超 　以前に登録　所有者等になった日から

　三輪 3,900円 4,600円 3,100円 　15日以内

　四輪乗用　（営） 6,900円 8,200円 5,500円

　　　　　　（自） 10,800円 12,900円 7,200円 ○廃車申告
　四輪貨物用（営） 3,800円 4,500円 3,000円 　所有者等でなくなった日

　　　　　　（自） 5,000円 6,000円 4,000円 　から30日以内

〇二輪の軽自動車(250cc以下) 3,600円

〇二輪の小型自動車(250㏄超) 6,000円

○原動機付自転車 ○小型特殊自動車

　第一種　一般原付 2,000円 　農耕作業用 2,400円

　第一種　特定原付 2,000円 　その他 5,900円

　第二種　乙 2,000円 ○もっぱら雪

　第二種　甲 2,400円 　上を走行す

　ミニカー 3,700円 　るもの 3,600円

※一部の軽自動車には、グリーン化特例による軽減があります。

○ 紙巻きたばこ等　　　1,000本につき 6,552円 翌月末日

　鉱物の価格の１％。ただし、１月間に掘採された 翌月末日
　た鉱物の価格が200万円以下である場合は0.7％

　入湯客１人１日150円（宿泊の場合）又は100円 翌月15日
　（その他の場合）　ただし、12歳未満は非課税

○課税台帳登録価格の0.2% 固定資産税と同じ
○免税点　　固定資産税の免税点適用のもの

納期課 税 標 準 及 び 税 率
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